
 

社会経済的に不利な地域で自殺率が 11%増加 

―全国約 3900 万人の大規模コホート研究― 

概要 

 京都大学大学院医学研究科の小村慶和 博士課程学生（研究当時、現：関西医科大学助教）、井上浩輔 教

授、近藤尚己 教授、およびグラスゴー大学の Rory C. O'Connor 教授らの研究グループは、居住地域の社会

経済的な不利が個人の所得水準にかかわらず自殺リスクの上昇と関連することを明らかにしました。これま

での研究で、自殺リスクは社会経済的に不利な地域に集中していることが分かっていました。その影響は個

人の所得によっても異なる可能性があると考えられますが、その影響を調べた研究は見当たりませんでし

た。そこで、全国健康保険協会の被保険者約 3900 万人を対象とした分析を行いました。その結果、個人の所

得水準の影響を統計的な手法を用いて除いても、社会経済的に不利な地域に居住する人は、そうでない地域

に居住する人に比べて、自殺リスクが約 11%高いことが明らかになりました。本研究は、居住地域の社会経

済的な環境を整えることが、自殺予防の観点でも重要であることを示唆するものです。本成果は 2026 年 5

月 26 日に疫学のトップジャーナルである英国の国際学術誌「International Journal of Epidemiology」にオン

ライン掲載されました。 

 

 

      

 

図. 地域の社会経済的な不利と自殺の関連および個人の収入水準による違い. 個人の所得水準にかかわらず、

居住地域の社会経済的な不利が約 11％高い自殺リスクの上昇と関係. 作成: 小村慶和. 



 

 

１．背景 

 自殺は予防可能な死因であるにもかかわらず、世界で年間 72 万人以上の命を奪っています。これまでの研

究から、自殺リスクは社会経済的に不利な地域に集中していることが分かっています。これは、社会経済的に

不利な地域の物理的、政治的、歴史的、社会関係的な特徴を反映しているためと考えられており、居住地域の

社会経済的な不利は自殺予防のための潜在的なターゲットとして大きな注目を集めてきました。 

 居住地域の社会経済的な不利に対処する上で重要な事項の一つは、その介入が特定の社会経済的立場にある

個人に意図しない害を及ぼし、健康格差をさらに悪化させるリスクがないかという点です。過去 30 年間にわ

たり、居住地域の社会経済的な不利が個人の健康に与える影響が、個人の社会経済的状況によってどのように

異なるかを調べた研究が行われてきました。しかし、死亡率への影響については、有利な地域に住むことが低

所得者の死亡率を高めるという米国の報告や、逆に低所得者・高所得者双方の死亡率を下げるという欧州など

の報告があり、結果は一定していません。特に、自殺に対象を絞った研究は限られており、地域の社会経済的

な不利と自殺との関連が、個人の社会経済的状況の重要な指標である「世帯所得」によって異なるのかどうか

は、これまで不明のままでした。 

 このような背景を踏まえ、本研究は、地域の社会経済的な不利と自殺との関連が世帯所得レベルによってど

のように異なるかを明らかにすることを目的としました。 

 

２．研究手法・成果 

 本研究は、2015 年 4 月から 2023 年 3 月までの全国健康保険協会（協会けんぽ）の被保険者データベース

を用い、18 歳から 74 歳までの労働世代約 3900 万人を対象に行われました。 

 分析の結果、年齢、性別、身体疾患および精神疾患の既往歴などの要因を調整した上でも、社会経済的に最

も不利な地域に居住する人々は、そうでない地域に居住する人々に比べて、自殺リスクが約 11%高いことが明

らかになりました。さらに、この関連が、個人の所得によって異なるかを検証したところ、高所得群でも低所

得群でも同程度に自殺リスクの上昇が見られ、所得による明確な違いは認められませんでした。 

 

３．波及効果、今後の予定 

 本研究の成果は、自殺対策において、地域の社会経済的な不利への対処を組み込んでいくための更なる研究

の必要性を強く裏付けるものです。 

 自殺手段への容易なアクセスや地域の犯罪率の高さ、精神医療へのアクセスの悪さといった社会環境の課題

を解決することは、個人の所得にかかわらず、全体の自殺リスクを低減するための効果的かつ公平な施策とな

る可能性があり、更なる研究が必要です。 

 

４．研究プロジェクトについて 

本研究は全国健康保険協会の「外部有識者を活用した委託研究事業」の一環として実施されました。 

 

＜用語解説＞ 

• 社会経済的な不利: 社会経済的剥奪とも呼ばれる。所得、雇用、教育、住居などの社会的・経済的な資源

が不足し、不利益を被っている状態。本研究では、居住地域の社会経済的な不利を、国勢調査に基づく市

町村レベルの Area Deprivation Index（ADI）を用いて評価しています。 

• コホート研究: 特定の集団（コホート）を長期間にわたって追跡し、要因と事象（本研究では自殺）の発



 

 

生との関係を調べる疫学研究デザインの一つ。 

 

＜研究者のコメント＞ 

 本研究は、個人の所得水準に関わらず、居住地域の社会経済的な不利が自殺リスクの上昇に関連しているこ

とを初めて明らかにしました 。この結果は、自殺の予防および格差の是正において、社会環境へアプローチ

することの重要性を強調するものです。本知見が、効果的で公平な自殺予防策を構築する一助となることを願

っています。（小村慶和） 
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図. 地域の社会経済的な不利と自殺の関連および個人の収入水準による違い. 個人の所得水準にかかわらず、

居住地域の社会経済的な不利が約 11％高い自殺リスクの上昇と関係.  


